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- 文部科学省 科学技術振興調整費(女性研究者支援システム改革)

窪 科学技術 .学術政策局 科学技術システム改革の先司壁 掛

基盤政策課 平成.8年度 摩 欝

- 盛放資譜蹴撹好 男女共同参画基本計画(第2次)

;.● (平成17年12月27日間議決定), 第3期科学技術基本計画(平成ー8年3月28日閣議決定)女性の参画加速プログラム(平成20年4月8日男女共同参画推進本部決定)

ロ直接実施
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【∃ ;･< 一̀ 科学技術分野における男女共同参画を進めるため､女性研究者が研究と出産 .子育て等を両立できるよう､大学等における環境整備を支援するとともに､特に女性研究者の採用
割合が低い分野 (理学 .工学 .農学)における採用を促進する○

大学､大学共同利用機関､国立試験研究機関､独立行政法人田､′ユニ:,-憾

･出産.子育て期間の研究支援や代替を行う実験補助者 .研究助手の雇用

鷲 ･カウンセラーや病児保育担当保育士 .看護師の雇用
･女性研究者の研究費 (研究用消耗品購入など)や学会参加費 (旅費など)
･男女共同参画セミナー等開催費 (講師謝金､招へい旅費など) 等 の経費を補助

平成22年度概算要求亀 人件費

3.050百万円 職員構成 (漂 仝望急 職 従事職員数

8百万円 担当正職員 8.036J千円 1.6 1人

3.058百万円 臨蛸 島他 ol千円 o l人

年 度 総 額 地方公共団体の裏負担がある場合､概算の総額

H1.9(決算額) 784
15

H20(決算見込額) 1.334 -

粧 桝 岩.=､.V_qくロ H21(当初予算) 2,250 -H21(補正予算) - --

H22概算要求 3,050■ -

腰出払盃脳 補助金:3,050.000千円(定額補助)
珊 玩欝踊蘭琴欝 ､

○我が国の女性研究者割合は13%であり､欧米先進諸国に比べると著しく低い水準にある○
(米34%(2003年)､伊30%(2004年)､仏2,8%(2004年)､英26%(2000年)､独l9%(2003年))
○博士課程(後期)学生の女性割合に比べ､大学教員の採用で女性割合が特に低い分野がある○
(｢在籍率-採用率｣は､理学r17.5%-ll.9%J､工学｢12.7%-5.9%｣､農学｢28.6%一一3.6%J)
○救府の方針として､必要性が明示されている○
･ 173日 会 こ､け .理 月 看 EI演= - 21 10 26日)
｢子育てや介護のために仕事をあきらめなくても良い国｣

｢職場や子育てなど､あbゆる面での男女共同参画｣｢先端分野における研究閲見人材育成の強化などにより,科学技術の力で世界をリードする｣
･民主党マニフェスト(平成21年7月27日)
｢ワークライフバランスの実現を目指す｣
｢大学や研究機関の教育力.研究力をトップレベルまで引き上げる｣
･民主党政策集 INDEX2009(平成21年7月23日)
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文部科学省 科学技術振興調整費 .(女性研究者支援システム改革)

科学技術 .学術政策局 科学技術システム改革の先導凝 轍

基盤政策課 平成18年度 苧腎 等欝

I i ･第3期科学技術基本計画(平成18年3月28日閣議決定)

｢人材の育成､確保､活躍の促進Jに､国による｢女性研究者の活躍促進｣への支援が明記
･男女共同参画基本計画(第2次)(平成ー7年12月27日閣議決定)
新たな施策の立案.実施が求められる分野L=r科学技術Jが明記
･女性の参画加速プログラム(平成20年4月8日男女共同参画推進本部決定)
｢活躍が期待されながら女性の参画が進んでいない分野｣として｢研究者｣が明記
｢女性研究者の活躍は､今後､我が国が科学技術分野において国際競争力を維持.強化する

上でも､また､多様な視点.発想を取り入れた研究活動を活性化させる上でも重要であるo(中略)専
攻別に見ると､理工系分野における女性研究者の皇割合が特に低くなっているO現状として､女性研
究者は､出産 .育児､介護等との両立が難しく､その間に研究業績が十分に上げられない等､キャリ
ア形成の支障となつたり､研究現場を離れざるを得ないことが多い○また､いったん研究現場を離れ
ると､次の研究ポストを得ることが難しく､研究現場に復帰しにくい状況となっているO｣

a臓 日鯨 号室お■■■柑胡 瓜 十 -

A ､F -

【活動指標名】/ 年度実績 .評価 l単位 H18年度 H19年度 H20年度

応募棟関数 l 機関 35 19 22

選定機関数 f樵関 10 ー0 13

選定倍率 1倍 3.5 1.9 1.7

% 100.00 98.13 97.92

研究と出産 .子育てを両立するための環境整備及び女性研究者の採用を促進するため､
･女性研究者支援室など支援の中心となる組織の設置
･カウンセラーの配置や相談室の整備など 相談体制の確立

i ･研究と出産 .子育て等を両立するフレックス制や時短勤務など､勤務態勢の柔軟化
･出産 .子育て等の期間中の研究活動を支援 .代替する研究補助者の配置ウわ - .聖.A な す ワb

･女性研先者による論文数や千石発表数の増加 dLと､研木葉綾の向上･優秀な女性研究者の採用促進
･女性研究者のネットワークの形成
･病児保育支援スタッフの配置 等 を推進するo
今後は､環境整備を進めつつ､第3期科学技術基本計画で掲げた女性研究者の採用割合
に係る数値目標 (理学系20%､工学系15%､農学系30%)の早期達成を目指す○

l単位 l H18年度 H19年度 H等0年度

ノ全大学の女性研究者割合 J%f21.5 22.1 22.7

転ヨ…i;1t ･成果目標を概ね達成o

･具体的には､全ての平成18年度遺草大学において､女性研究者の支援の中心となる組織
が設置され､カウンセラーの配置など相談体制が整備されるとともに､フレックス制など
勤務態勢の柔軟化と研究支援者の配置が行われ､女性研究者が出産 .子育て等と研究を両
立できる環境整備が進んだoまた､女性研究者による論文数 .学会発表数が増加したとの
報告もあった○

･総合科学技術会議の ｢プログラムの中間評価｣ (平成20年8月)で､ 咽 のプログラムが
推進されている意義は極めて大きい○ (中略)様々な支援手法が実践され (中略)T定の
成果をあげつつあるo｣と評価○
暮今後は､環境整備を進めつつ､第3期科学技術基本計画おける女性研究者の採用割合に
係る数値目標 (理学系20%､工学系15%､農学系30%)を早期に達成することを目指す○

富減軽認藍整惑 韓国では r女性教授任用目標制｣を平成15年に導入○大学が定める女性教員採用割合の
目標.実績に応じ､政府が女性大学教員の人件費を支援するなど､積極的な施策を実施○
韓国の女性研究者の割合は､平成13年の11.4%から平成18年はー3.1%に上昇○

平成18年度より開始



【(独)物質 ･材料研究機構】

3(0)/6 3(0)′5 o(o【.X)/11】 1(0)/2【.X1】

903 1(ll)【蝉1】 濁 賢 93.53(平成205千円年度臭叔) 萱三整 藁JJ49,074千円【や3ー

I-ー 4億円 (か積立金:3.1億円②研究促進対策等積立金:0.5億円 ■ (か通則法及び個別法に基づき､承認を受けたものを除き､中期目標期間終了後に国庫納付○②中期計画に基づき､重点研究開発業務や中核的機関としての活動に必要とされる業務等に充当○

【(独)産業技術総合研究所】

% 2(1)/14【※1】 2(1)′13I.Xl】 o(o)′1【※1】 1(0)′2【.X1】

汚.桜翁;1,-n,/三,蔓乙′こ.公-:/Lミニ3#-jn-≧諾.-鷲 3,038人 甲､亘聖 2(29)人【※1.7 236百万円 a 50百万円

17.337百万円 号~ - 積立金等の大半は自己財源で取得した固定資産の簿価額C固定資産の減価償却に伴い減少予定.
_==艶

【(独)森林総合研究所 (研究部門)】

2(1)/6【※1】 1(1)′4【※1】 1(0)/2∫;X1】 1(0)′～.【※ー】

744 怒誠…約 て.つ&.3-/- 1(38)【.X1】 繋耶 66百万円 ･0 17百万円

【(独)農業 ･食品産業技術総合研究機構】

4(4)′15【※1】 4(4)′15【※1】 o/o【※1】 1(1)′3【洋一】

2,910 1(122)t.ill 226百万円 164百万円

【(独)農業環境技 術研究所】

遊芸冠研 琵 o/4【.X1】 -.ゴ己,-≧窮弓を言き…≡窮……きi….号で認弓;詫≡発声ミミをミ誉懲; o′3t尊11 i o′1[.削 o/2【※1】

174 琵 融 L o(22)【※1】 42百万円 0 -

【Xl】括弧内は現役出向者数であり､外数である｡ 【※2】官庁oB3名には.18国立研究所OBの研究者2名を含む.
【※3】数字は.官庁oBのみの役員報酬捨額である｡



女 性 研 究 者 支 援 お ス テ ム 改 革 (科学技術振興調整費)

研究と出産･子育て等を両立するための環境整備

○平成18年度より開始
○支援期間:3年間
○対象機関:大学､独立行政法人 等
○支援規模:1機関あたり年間5千万円を上限

○実施機関:現在35大学等(22年度は10機関を採択予定)
○施策の概要:

大学等において､女性研究者が研究と出産･子育て等を両立できる環
境整備を支援する｡(女性支援室の設置､カウンセラー･実験補助者･病

児保育担当保育士等の雇用､女性研究者の研究費･学会参加費､男女
共同参画セミナー開催費等を補助)

支援終了後も､取組を継続することが選定要件｡
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米 国 イタ リア =フラン ス 英 国 ドイツ 日:本:

主要先進国における女性研究者の割合

<出典>

r搬筋ai科学技術研究調査和告｣(日本.平成20年時点).TELJrOStOt2007/01J(イタrJア･フランス.平成18年時点.ドイツ 平成15年時点)､

女性研究者の採用を促進するための取組

○平成21年度より追加
○支援期間:5年間

○対象機関:大学､独立行政法人 等

○支援規模:1機関あたり年間1億円を上限
○実施機関:現在5大学(22年度は8機関を採択予定)
○施策の概要:

大学等が､女性の採用割合の特に低い理学･工学･農学分野におい
て女性研究者を新規に採用する場合に､当該女性研究者の研究費･研

究支援者の雇用経費等を支援する｡(女性研究者の人件費の一部･研
究費･学会参加費､研究支援者の雇用等を補助)
支援終了後も､取組を継続することが選定要件｡

理学
17.5%
ll.9%

工学 1…:;芸

農学
28.6%
13.6%

理･工.鹿16.7%
平均 8.7%

000,i 5〔lD% T000% 15.00% 之CI.OOX 2500% 3D.00%

l･女性研究筆竪琴声割合百両主義程学生の女性割合(

理･エ･農分野の博士課程(後期)の女性割合と女性研究者の採用割合
<出典>

特士接種年生の女性割合 平成19年床学偵基本調査よLJ作瓜 女性研究者の採用割合 文糾 斗学省調べ(平成19年度)

(鍾)保他分野の博士課程(後期)在拝者の女性都合は､31.9%.同分野の女性研究者の採用割合は.344%｡



(予算担当部局用)

事 業 番 号 3-39

女性 研 究 者 支 援
･科 学 技 術 振 興 調 整 費 (女 性 研 究 者 支 援 シ ス テ ム 改 革 )

平成21年度当初予算額 平成22年度概算要求亀

○事菓 目的の妥当性

･女性研究者を採用した場合の雇用経費と研究費を別途国が負担することにより､
女性採用率を引き上げるという施策は､国費投入の在り方として妥当なものと
いえるのか｡

･女性研究者支援モデル事業は18年度より45億円もの国費を投じて実施され
ているが､手段の妥当性も含め成果の検証は行われているか｡国費投入に見合
った成果は上がっていないのではないか｡

･例えば､カウンセラーの配置などが含まれているが､その効果についてどのよ
うな検証が行われているのか｡そもそも､大学での意識改革やシステムの改善
の取組が重要であり､こうしたものは不要ではないか｡

･出産､育児との両立については､研究者に限らず､働く女性全体の問題であり､
社会全体で対応していくべき課題ではないか｡その中で研究者特有の問題があ
るのかどうか､また､手段の妥当性等々を十分検証した上で､事業継続の是非
を検討すべきではないか｡




